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第 1 章 調査全体の概要 

1.1 インドネシアの社会経済状況と調査の背景 

2004 年末時点におけるインドネシアの失業率は 9.86%であった。政府は高い失業率の低

減を政策の柱とする一方で、失業率の改善には高い経済成長が必要となることから現政権

での平均経済成長率達成目標を 7.5%に設定した。この目標値の前提は、「1%の GDP 成長で

約 40 万人の雇用が確保できる」とのシミュレーションに基づくものである。 
 

2004 年秋にユドヨノ新政権が誕生する直前数年間の経済成長率は 4%程度であり、失業率

緩和のレベルには達していなかった。このため政府は投資政策改善による効果で外国投資

を 10%以上増加させこれを経済発展の起爆剤にしようと計画したのである。本政権下にお

ける国家開発戦略の基本となるのが「中期国家開発計画 2004-2009：Mind-term Development 

Plan 2004 -2009」である。この中ではより一層具体的な投資環境改善に関わる活動方針を述

べており、主なものは次の通りである。 

 

 投資分野の法規制完備 

 投資サービス手続きの簡素化 

 魅力的投資インセンティブ供与 

 中央と地方の投資立案統合化 

 国内・外国投資実施のモニタリング、評価、監督 

 中央・地方における投資情報システムの開発 

 中央・地方における投資組織強化 

 国内外の投資政策の検証 
 
本 5 カ年計画における投資目標以外の項目は単に到達目標値を示しているだけだが、投

資戦略に付いては、「投資の拡大を通じて GDP の成長を促す」という具体的な方法を示唆

しており『直接投資』の拡大に向けての明確な意識が表現されていると考えられる。2004

年の GDP 寄与率は 16.7%に過ぎないが、1997 年実績では 29.6%を占めており決して目標と

する寄与率（30%)が非現実的な数値ではないことの根拠となっている。5 ヵ年開発計画の量

的目標を簡単に要約すると次のようになる。 
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表 1-1 中期開発計画の数値目標 

経済指標 基準年の数値 目標値（2009 年） 

GDP の実質成長率 4.8%（2004 年） 7.6% 

完全失業率 10.1%(2004 年) 5.1% 

貧困人口比率 17.54%（2004 年） 8.2% 

一人当たり所得 968 米ドル 1,731 米ドル 

輸出成長率 968 米ドル 10.1% 

投資の GDP 寄与率 16.7%(2005 年) 30% 

 
 
【現政権に対する国民の評価】 
共和国のニュースメディアで実施された世論調査では、インドネシア国民の 70%以上は

ユドヨノ政権の民主主義に満足しているものの、経済に関しては不満を抱えているようで

ある。この調査はインドネシア国内の調査機関による「国民の信頼」と題するものである。

これによると、2004 年当初の 35%をピークに満足度は低下の傾向にある。 

 

図 1-1 現政権への国民の信頼度 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

この調査結果からは、更にインドネシア国民が現政権の経済政策の実践に失望している

と受け取ることができる。 

 

Source: The Indonesian Survey Institute (LSI),
(based on a survey of 1,400 respondents)
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1.2 インドネシアのマクロ経済 

現政権の経済政策の背景にあるインドネシアのマクロ経済について概観する。 
 

1.2.1 GDP 

インドネシアの経済は 1980 年から 1990 年代にかけて着実に成長した。この成長はもっ

ぱら原油、鉱物及び農産物など天然資源の直接輸出によるものであった。1985 年から 95 年

の１０年間に GDP が 95%も成長し、その間のインフレ増加率は 10%であった。この期間に

インドネシアの産業セクターは大きな変化を遂げ、農業分やの割合が 7%に減少し GDP の

17%となった。そして、製造業は 1980 年の GDP 比 13%から 1995 年の 26%へと大きく増加

した。 
 

政府は、インドネシア経済は着実に成長していくものと予想していた。しかし、予測に

反し 2000 年までの同国経済は苦しいものとなった。 

 

1997 年の中旬にアジア通貨危機が発生し、その結果投資家は負債に苦しみ自信を喪失し

た。経済危機がインドネシアに波及した時インドネシアの通貨は底となり、政府や銀行、

ビジネス界は自らの外貨による負債の返済能力に危機感を募らせた。通貨危機は、政府が

IMF 条件を順守できずに IMF が融資の引き上げを決定した 1998 年にどん底の状態となり、

GDP も前年比 13.2%の落ち込みとなった。 

 

1997 年のアジア通貨危機以降、インドネシアの経済は低いながらも国内消費の下支えに

より 4%前後の成長を続けた。しかし、4000 万人と言われる失業者に対する雇用確保には不

十分な成長率であり、インドネシアの産業界は社会経済の課題を克服しつつ経済を拡大す

るだけのダイナミズムを喪失した。  

 

過去 7 年間にインドネシア共和国は労働供給条件や資源供給能力の似通った近隣競合国

と比較して外国直接投資が極端に減少した。この課題を克服するために、スシロ・バンバ

ン大統領に率いられた共和国政府は投資政策の改善が経済拡大の最大優先策であるとの基

本政策を発表した。インドネシア政府は新投資法の制定、投資許認可手続きの合理化およ

び財政的インセンティブの導入に取り組み始めた。 

 

インドネシアの経済は比較的堅調な伸長を続けている。前政権の後半から、現政権移行

後も緩い右肩上がりの GDP 成長が見られる。ユドヨノ大統領が目標に掲げた年平均 6.6%の

GDP 成長率には及ばないものの、滑り出しとしては順調な数値であると捉えられる（図 1-2

参照）。 
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図 1-2 GDP 成長（YoY） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Source: The Indonesian Survey Institute (LSI), based on a survey of 1.400 respondents 

 

この成長は投資と輸出に支えられたものであり、BKPM の統計によると 2005 年の国内投

資実績は前年比国内および外国投資ともに 90%超の成長を示している。メガワティ時代の

経済成長は旺盛な国内消費がこれを支えたが、ユドヨノ政権に移行してからの動きは、ま

さに目標とする投資増加の貢献によるところが大きく、現政権の投資環境改善、汚職撲滅

に対する努力に期待が寄せられたとの前向きな評価もある。 

 

インドネシアへの直接投資の不振が続いていることは、取りも直さず投資環境及び投資

機会に対する内外の評価が悪いことを示している。しかし、国内投資が低調期を脱してい

ることで外資からの評価もより一層好転することが期待できる。とりわけ、国内の経済動

向に敏感な中国系インドネシア人による内国投資動向が長年経済の判断材料とされている

が、彼らの投資活動も活発化しているようであり、今後の経済動向に明るい兆しを感じる。 

 

1.2.2 労働と就業 

2000年から2005年までの完全失業率は増加傾向に歯止めが掛かっていない（図1-3参照）。 
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図 1-3 失業率の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
Source: BPS Statistics Indonesia 2005, Statistical Yearbook of Indonesia, 2002, Indonesia BPS. 

 

GDP の成長率は、2004 年から 2005 年にかけて大きく増加しているものの、新規の労働

市場参入規模の増加に経済成長が追いついていない実態が明らかである。GDP の成長率で

5～6％だと失業率の増加に歯止めが掛かっていない。 

 

図 1-4 人口増加の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Source: BPS-Statistics Indonesia (2005). Statistical Yearbook of Indonesia, 2002. 
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図 1-5 人口増加率の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Source: BPS-Statistics Indonesia (2005). Statistical Yearbook of Indonesia, 2002. 

 
 
1.2.3 輸出入の推移 

図 1-6 は 1985 年から 2004 年までの輸出の対前年比推移を示している。1997 年のアジア

経済危機による影響から同年と翌年は大きく輸出を減少させた。その後、ルピア安のため

に多少輸出回復の基調に乗りかけたが、輸入原材料のコスト増が製造コストを圧迫し 2001

年、2002 年と輸出の障害となった。 

 

他方、GDP に占める輸出の割合（図 1-7 参照）では、経済危機による国内経済の疲弊を

輸出によりどうにか支えたことが分かる。しかし、インドネシアからの輸出は、石油、天

然ガスなどの資源輸出が中心で、この時も決して加工品輸出が経済を支えたのではない。

加工品輸出の比率は、アセアン諸国のなかでは低く、加工品輸出比率の引き上げは、イン

ドネシア政府の大きな課題となっている。注目すべきは、2002 年に輸出は前年を大きく減

少させたが、内国消費が活発になり、経済成長の牽引車となった点である。 

 

図1-5　人口増加率の推移
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図 1-6 輸出成長率の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Source: BPS-Statistics Indonesia (2005). Statistical Yearbook of Indonesia, 2002. 

 

図 1-7 輸出の GDP 割合 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Source: BPS-Statistics Indonesia (2005). Statistical Yearbook of Indonesia, 2002. 

 
 
1.2.4 投資 

(1) 国内投資 

国内投資は 1997年の通貨危機による停滞と、2001年に落ち込みが見られるものの、2002

年以降は堅調な成長を続けている。 
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図 1-8 内国投資額の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
Source: BKPM, 2006 

 

図 1-9 は国内投資件数のデータである。投資件数の動きと投資金額の動きは振幅の差が

あるが、ほぼ一致した動きとなっている。投資件数でも僅かではあるが 2002 年からは上

昇に転じていることが分かる。 

 

図 1-9 国内投資プロジェクト（件数）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
Source: BKPM, 2006 

 
(2) 外国直接投資 

表 1-2 は 1997 年からの外国直接投資の推移である。投資件数及び投資額共に年による

ばらつきが大きく、投資機会が回復している兆しは見えない。インドネシアは巨大な市

場や、豊富な労働人口、豊かな天然資源など比較優位な投資基盤を有しながら投資に結

びつける法的整備や、受け入れ態勢整備が遅れている。 
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定量的根拠は本報告書に委ねるが、主要セクターの投資動向と、外国投資全体の推移

からは特にインドネシアの強みを示すセクターが読みとれない。また、2002 年以降投資

額は漸増傾向にはあるものの、これだけで外国投資がインドネシアへ回帰しつつあると

は言い難い。 

 

BKPM 日本事務所のウェブサイトには雇用創出に対する期待から、自動車、エレクト

ロニクス、機械製造工業分野のサポーティングインダストリー分野への外国投資を望ん

でいるとの紹介があるが、これらのセクター誘致に向けた積極的な政策は未だ展開され

ていない。 

 

1.3 調査の目的 

本件調査は、上記に記載したインドネシアの国家上位計画と整合性の高いテーマ（投資

環境改善）に資することを目的として、同国政府の要請に基づき実施されるものであり、

次のミッションが設定されている。 

(1) 周辺競合国との投資環境及び運用の比較調査を基に、インドネシアの合理的且つ現

実的な投資振興政策を作成する。 

(2) インドネシアの関係者に対し、投資環境改善の政策提言内容を周知させると共に実

施への機運を醸成する。 

(3) 投資政策改善の効果が高いと目される施策につき、その効果を測定するためにパイ

ロットプロジェクトを試行する。 
 

それぞれのミッションは、「インドネシアの投資環境改善」という到達目標に対して連関

している。従って、到達目標達成のために効率の良い調査工程を策定した。この調査工程

については下の「1.2 調査の概要および調査方法」で詳述する。更に、調査の到達度を高

めることを目的として次の調査基本方針の下に業務を実施した。 

 

業務実施の基本方針： 

【技術面での基本方針】 

1) 骨太で実現可能な提案を行う 

2) 近隣諸国の比較調査は、インドネシアの投資環境改善に資するためという視点で実

施する 

3) 投資環境現状調査においては制度の運用面に特に留意する 

4) 投資環境改善提言には制度面と実施機関（投資委員会）の二面からアプローチする 

5) 文献調査を最大限活用する 
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【運営面での基本方針】 

6) カウンターパート職員への技術移転（人材育成）を重視する 

7) 上位計画や関連プロジェクトとの連携を重視する 

8) 相手方関係者との緊密なコミュニケーションを図る 

9) 調査団の効率的で柔軟なマネジメントを図る 
 



 

第 2 章 調査結果 
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第 2 章 調査結果 

2.1 調査の概要 

インドネシア国投資政策改善調査は３つのコア業務に分かれる（セクション I、II、III）。

セクション II は近隣国投資政策比較調査と投資委員会調査である。セクション III はパイロ

ットプロジェクトの実施とデータベースの構築である。そしてセクション II と III の業務は、

セクション I で作成する政策提言の根拠を示す基礎データとしての位置づけを持つ。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

セクション II とセクション III については、本要約の後半でその成果を纏めた。以下は、

本調査の最大の目的である、投資政策改善に係わるセクション I の結果を中心に内容をまと

めたものである。 

 

2.1.1 投資環境の考え方 

外国投資の潮流がインドネシアを迂回している理由について様々な意見や評論がなされ

ている。そのどれもが正論である。しかし、インドネシアの投資環境の捉え方は評価をす

る立場によって多少異なる。例えばビジネス界は日常の企業活動で様々な障害に対処して

いる。従って、ビジネス界からの投資環境改善案は企業収益や生産コストに直結した内容

セクション I 

投資環境現状把握及び関連機関との協議 

1, 2, 3 の結果からロングリストを作成し、関係機関との協議も踏まえた上でショートリ

スト化し、提言案をまとめた。 

セクション II 

投資環境比較調査（４カ国：タイ、ベトナム、中国、フィリピン）の実施 

 調査結果の一部を総括表にまとめたが、各国の前提条件が異なるため（例：最低賃金

を時間ベースで表現する国、月額で表現する国等）、数字だけにとらわれた場合判断を

誤る恐れがある。 

セクション III 

パイロットプロジェクト（ウェブを通じ投資家へ情報提供サービスを実施：�インド

ネシアの比較優位性を用いたビジネスパフォーマンスの向上、�投資許認可の諸手続

フロー、�投資関連法令のデータベース 
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が中心となっている。ビジネス活動上の課題が解決することは投資環境の改善を意味する

が、投資環境が改善に向かってもこれが直ちに外国投資の増加に結びつくかというと事は

そう単純でもない。 

 
ビジネス界からの提案により投資環境が改善しても、この成果が潜在投資家に伝えられ

なければ、折角の努力も外国投資の増加には結びつかない。このように外国投資を誘引す

るために何が必要かは、一連の投資環境に加え、関連する事項にも目を向けて議論するこ

とが必要となる。 

 

投資振興の戦略を立てるためには次に述べる 3 ステージに分けて検討することでロジッ

クが明確になる。先ず、『潜在投資家が投資の意志を決定する段階：投資第１ステージ』で、

次いで『投資対象地を決定し、投資手続きと会社登記をする段階：投資第 2 ステージ』お

よび『実際の企業活動を開始段階：第 3 ステージ』である。そのどれもが外国直接投資を

振興するために重要であり、またそれぞれのステージで重要なプレーヤーが登場する。 
 

図 2-1 投資環境の構造 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2.1.2 各投資のステージ 

(1) 第一ステージ 

潜在投資家へ投資の意志を固めさせるために必要な要件 

投資環境

 投資振興戦略
事業開始段階での

投資環境

事業実施段階での

投資環境
● ●

政府による投資振興活動と

その実践支援

投資振興での

新たな展開
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注：文中の A～C はそれぞれ、BKPM で直ちに対応可能(A)、政府内での調整が前提となる

(B)、政府のコントロール範囲外(C)で分類される。 

 

第一ステージでは、投資誘致を成功させるまたは投資誘致の戦略を策定するための出

発点として、国家産業政策、貿易投資戦略、世界的投資動向の中におけるインドネシア

の位置づけ、投資比較優位性等が挙げられる。 

 

図 2-2 投資戦略策定の考え方とキープレーヤー 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

第一ステージ（投資振興活動）（Category A,B,C） 

 明確な産業政策(A) 

 産業政策と連動した魅力的な投資インセンティブ(B) 

 投資を実行するに値する比較優位な投資環境(C) 

 世界的投資動向とインドネシアの位置づけ(C) 

 過去の投資環境 (C) 

( )

投資動向分析

- BAPPENAS
- Min of Industry
- Min of Trade
- BKPM

戦略策定

国家レベル開
発戦略

投資振興戦
略・計画策定

投資振興戦
略・計画作成

比較優位性分析、地域

賦存資産,国家のイメージ

National Level:
-Ministry of Industry
-BKPM
Local Level:
-Local Government

Model SEZ
development
-Role of BIDA
-Role of BKPM
-Operation policy

Source: JICA Study Team

地方レベル開
発戦略
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図 2-3 優先セクター選定の概念フロー 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2) 第二ステージ 

投資を始める段階の諸手続等 

 
 

図 2-4 投資開始（starting business）段階の検討要素 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

投資動向/国内産業分析

「イ」国の位置づけ理解

強化・改善が必要な
投資環境分野の特定

優先セクターの選定

投資手続き改革

投資手続き合理化
潜在投資家への応対

方法の改善

投資手続きの簡素化/透明

性確保

投資手続き方法の再評価
情報サービスと受入窓

口サービスの評価

サービス内容の検査と

評価

国際的視野に立った現状の

分析

投資家の立場からの現

在の投資環境評価

潜在投資家の立場に

よる現状認識

潜在投資家の立場に

よる現状認識

事業開始段階（Category A,B) 
 投資手続きの透明性確保に関わる改善 (A) 
 投資手続き業務における対応の改善（親投資家な応対)(A) 
投資手続きそのものの合理化(B)
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(3) 第 3 ステージ 

第 3 ステージは、実際の事業活動である。正常なビジネス環境を阻害する要因は早急

に原因究明と対処が行われなければならない。さもなければ、外国投資の深刻な阻害要

因となってしまう。 

 
 

図 2-5 事業実施段階における投資環境の概略 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Third stage (doing business)(A,B) 
 正常なビジネス環境にとっての阻害要因(B) 
 現行システム・制度の透明性の欠如(A,B) 
 ビジネスコストに悪影響を及ぼす通関・税制、産業連関、賃金、インフラ等の状

況（ビジネスパフォーマンス状況）(B) 

Business circles,
related public
organizations

投資環境の正常化

公共サービスの透明

性確保

不要なビジネスコスト

の排除

過度の労働者

保護の正常化

現状の的確な認識
コスト上昇要素の説

明

競合国の標準的実態

研究

改善策 改善策 政策改善

管理手法・案
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2.1.3 投資振興戦略の策定と投資振興に関する現状と提言の方針 

外国投資を誘引するために考えなければならない投資環境改善は、ビジネスを実施する

上での課題解決ばかりでは無く、ビジネスを始める際の障害排除に加え、投資家を惹きつ

けるためのメリハリの利いたインセンティブを準備したり、投資環境に対する悪いイメー

ジを払拭するためのキャンペーンを行うといったような、産業政策や投資政策に関わる分

野にも踏み込むこととなる。 

 
BKPM 独自の情報に基づく投資動向分析、産業分析は国の工業政策を策定する上でも重

要な基礎データとなり、また明確な投資政策の策定にも繋がってくる。 

 

投資振興政策は、国の発展指針（中期開発計画 2004-2009）をベースとして、工業開発戦

略や商業・サービス業開発政策等に沿って策定される。逆に、投資の動向が工業開発戦略

や商業・サービス業開発戦略の策定の基礎データとして利用されることもある。従って、

それぞれに関わるラインミニストリーに相互依存関係が成立する。 

 

(1) 産業政策の策定 

工業政策策定の根幹となるのが、BAPPENAS によって発表された中期開発計画

(Mid-Term Development Plan)2004-2009 であり、この開発計画の方針に沿って工業省が産

業政策を策定する。育成・振興の優先順位付けをするにあたり、工業省は経済効率や世

界的な投資動向、その中におけるインドネシアの位置づけ、インドネシアの比較優位性

など工業政策を策定するのにベースとなる基準の重要性を理解しながらも、結局は各セ

クターの業界団体に配慮する余り、総花的な政策を策定するという自己矛盾に陥ってい

る。どのセクターを優先的に振興すれば経済効率が高いかという本来のクライテリアを

捨てていることになる。 

 

一方で、BKPM はインドネシアで投資についての情報を一元的に取り扱う組織である

にも関わらず、折角のデータを有効に活かし切れていない。従って、投資動向について

の的確な情報を工業省へ伝えられない。具体的には、BKPM に責任が帰すると考えられ

る「世界の投資動向とインドネシアのポジション」、「インドネシアにおける投資性向の

推移」等産業政策策定を担当する工業省や商業省にとって有用な情報分析は行われてい

ない。どのセクターを優先的に振興していくのか、具体的にはどのセクターを優先的に

振興すれば国家便益が最も高くなるのかについて、どちらかと言えばニーズの観点から

語られており、経済効果の視点が欠けているように感じられる。その大きな理由として、

投資優先セクターに着目すると、現在インドネシアに存在する殆どのセクターが対象と

してリストアップされているところにある。これでは、メリハリの利いた投資振興戦略



S2 - 8 

の作成が難しくなる。もし優先セクターが決められれば、明確な国の意志を伝えるため

の手段として、優先セクターの新規投資に対してインセンティブを与えることも可能に

なる。 

 

(2) BKPM による投資プロモーション活動 

1) インドネシアへの投資動向の傾向分析 

インドネシアに限らず、アセンブラーの移転に伴いこれに部品を供給する１次下請け、

その下の２次下請け等も移転してくるのが一般的であった。中国やマレーシア、タイ等

で過去に外国投資を増加させる手段として、親企業に的を絞って積極的な誘致戦略を展

開した背景には、１社誘致に成功することで沢山の下請け企業や、部品・コンポーネン

トメーカー、周辺企業（梱包業者、包装業者、印刷業者等）が伴われて来たからである。

果たして、現在でもこのような構図は成り立つのであろうか。もし、成り立つならば誘

致したい企業に的を絞り積極的な誘致展開も有効な戦略に加えることができる。 

 

2) インドネシアへの投資の流れ 

BKPM はインドネシアへの投資窓口として、これまでインドネシアへ投資した企業の

セクター別・件数別・金額別経年変化等についての情報が蓄積されている。これらのデ

ータは、世界的な投資動向やアジア圏内における投資動向に対してインドネシアのポジ

ションを推定するためのツールとなる。 

 

インドネシアへの投資の経年変化データから、投資市場としてのインドネシアの姿が

理解できる。つまり、投資家はインドネシアに何を求めて投資を行ってきたかがデータ

を通じて分析される。インドネシアは投資家に取って競争力の高い労働者の供給基地と

考えられているか、巨大な市場なのか、それとも天然資源の供給基地か、などこれまで

の蓄積データから分析が可能である。これに加え、投資内容の移り変わりから投資家が

インドネシアに今後何を求めてくるのかが分析できる。 

 

インドネシアへ投資した国の過去の推移、国別投資セクター（Invested sector by country）

の特徴、近年の投資動向（投資が増加しているセクター、減少しているセクター、１件

当たりの投資金額、投資企業間の提携関係）などは、BKPM に集まるデータで分析が可

能である。 

 

3) アンケートによる投資動向分析と次年度の活動計画へのフィードバック 

BKPM の海外投資部門は年間を通して海外の潜在投資家との意見交換を行うチャンス
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が多い。海外の貿易展示会にインドネシアブースを開き、そこではインドネシアの投資

ガイドを配布したり、問い合わせに直接答えるなどのプロモーション活動に加え、投資

セミナーを開催してインドネシアの投資環境を具体的に紹介している。この機会を利用

して、潜在投資家へアンケート調査を行い、投資動向、インドネシアに対する期待のデ

ータを収集しているとのことであるが、この情報収集活動が効率的に行われていないの

が課題である。それは次のような理由がある。 

 

 

 

 

 

 

 

付け加えるならば、誰がどの様な目的を持ってアンケート調査の質問状を作成するの

か明確な体制整備が出来ていない。BKPM でのデータ分析の目的としては先ず、次の３

項目が柱になるものと考えられる。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

これら業務計画がアンケート調査だけで決定されるのでは無く、上項で既述した投資

実績や投資手続きから得られるデータの分析結果も踏まえた上で決定されることは間違

いない。 

 

4) 情報の収集 

他国の類似機関や国際機関で公開している情報に対する知識が不足しているため、投

資戦略を策定するための基礎情報量が限られている。少ない情報で投資動向を判断しな

ければならず、折角海外での展示会やビジネスセミナーに出席しても効果的なプロモー

① アンケート調査手法が確立していない（目的別調査票、分析手法等） 
② アンケート調査結果を専門的に分析するセクションがない。 
③ 海外で収集したデータを共有するシステムが出来ていない。 
④ ②と③の理由で、潜在市場情報の報告内容もウェブで収集できる程度の一般的なもの

に留まっている。 

① 投資誘致優先国の選定 
② 投資誘致優先セクターの絞り込み 
③ 投資家からの要望と、インドネシアのイメージ（投資環境改善に資するデータの収集）

 
次いで、これら目的を達成するための以下の業務計画が策定される。 
① 組織体制、人材配置計画 
② 戦略（国別・セクター別（情報収集戦略、プロモーション戦略） 
③ 年次活動計画（投資誘致優先国或いは優先セクター毎のプロモーションツールの開発）

④ 事業評価方法と、評価基準 
⑤ 予算案 
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ションツールを準備できない。潜在投資家や他機関から入手した情報が個人に留まり、

BKPM 全体としての情報の共有がない。それでは、具体的にどの様な情報が共有されて

いないか？ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

5) 自国賦存資源の投資への有効活用 

インドネシアへの投資を考える上で注目すべきは、農産加工品や鉱工物製品と、それ

らを利用した新製品の世界的流通と技術動向である。これは、「インドネシアに賦存する

資源・資産を高価格な製品へ転化させるため」に何が必要か、またその技術を有するの

がどこで、彼らの投資戦略がどうなっているかを理解することである。 

 

この分析に基づき、インドネシアが準備すべき Fiscal インセンティブや、non-fiscal イ

ンセンティブも明らかとなる。 

① インドネシアの投資環境について特に知りたいテーマは何か？ 

② インドネシアへ投資するときの阻害要因は何か？ 

③ インドネシアのどのような投資環境に比較優位性を感じるか？ 

④ インドネシアに投資するとしたら、どこの市場をターゲットとするか？ 

⑤ 投資を行うにあたり、インドネシア政府に期待することは何か？（投資手続きへ

のコンサルティング、ビジネスパートナーの紹介、投資環境についての詳細情報

提供、投資法制度の情報提供、インセンティブの提供など） 

⑥ 他国の類似機関で出している有用情報 
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2.1.4 投資手続きの現状と考え方 

BKPM 内のデータと投資環境現状調査結果を基に、投資手続きの集中サービスを提案す

るに至ったロジックを要約する。 

 

政策提案の中で、特に地方分権との関わり合いや、他省庁との連携が必要となる「投資

手続きの集中サービス」の前提条件となったデータや、実施する際の前提条件について整

理した。 

 

 

投資手続きのパターン (1) 
投資手続きは市場をビジネスモデルに影響を受ける 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

[1]

 [2]  [3]

市場

現状 改善案

現状

改善案

ビジネス
モデル
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投資手続きとパターン(3)
投資手続きは投資構造に影響を受ける

(% share of investment amount)

563952005

514812000

108731995

128351990

Tertiary 
sector

Secondary
sector

Primary 
sector

563952005

514812000

108731995

128351990

Tertiary 
sector

Secondary
sector

Primary 
sector

投資手続きとパターン (2)
投資手続きは投資構造に影響を受ける

(% share of No. of project by sector)

583752005

395742000

168131995

1078121990

第三次産業第二次産業第一次産業

583752005

395742000

168131995

1078121990

第三次産業第二次産業第一次産業
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投資手続きとパターン(5)
投資による雇用創出の効果は薄れつつある

22268121990-2005

2621592001-2005

20263131996-2000

32399151990-1995

雇用数/
US$million

雇用数/
project

US$million/
project

(平均)

22268121990-2005

2621592001-2005

20263131996-2000

32399151990-1995

雇用数/
US$million

雇用数/
project

US$million/
project

(平均)

投資手続きとパターン(4)
投資額はいくつかの国に集約されるが、投資数は増加傾向にある

36862001-2005

27871996-2000

20901990-1995

投資数

(平均)
投資上位7カ国による
シェア (平均)

Years

36862001-2005

27871996-2000

20901990-1995

投資数

(平均)
投資上位7カ国による
シェア (平均)

Years
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それでは、集中サービス実施のメリットは何であろうか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

“ 集中サービス ”の重要性

投資家にとって便利である

投資家に取って時間短縮効果が高い

投資家へ低コストの手続きとなる

関係機関間の連携が図れる

腐敗の減少

 

投資手続きとパターン(6)
投資家の戦略は変化しつつある

5,399XXXX英国

3,683XXXXオランダ

1,102XXオーストラリア

3,275XXXX韓国

7,332XXXXシンガポール

6,977XXXXXX米国

16,972XXXX日本

1990-2005ま

での投資実績
(US$ m)

資源開発と輸
入を目的とす
る

国内市
場を目的
(サービス)

国内市場
を目的

(商品)

輸出のた
めの生産
基地として

5,399XXXX英国

3,683XXXXオランダ

1,102XXオーストラリア

3,275XXXX韓国

7,332XXXXシンガポール

6,977XXXXXX米国

16,972XXXX日本

1990-2005ま

での投資実績
(US$ m)

資源開発と輸
入を目的とす
る

国内市
場を目的
(サービス)

国内市場
を目的

(商品)

輸出のた
めの生産
基地として
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集中サービス実施の可能性を検証するために、モデルケースとしてバタン SEZ の現状を調

査した。結果は次の通り。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
集中サービスを実施するためには、次の 4 つの手続きを踏まえることが要件となる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ジャカルタとバタムSEZの比較

5 日14 日SK

1-2 日7 日SP

バタム SEZジャカルタ

5 日14 日SK

1-2 日7 日SP

バタム SEZジャカルタ

“ 集 中 サ ー ビ ス ” へ 向 け て の ４ ス テ ッ プ

(1 ) 中 央 政 府 と 地 方 政 府 の そ れ ぞ れ の 手 続
き を 合 理 化 す る

タ ー ゲ ッ ト : (1 )  手 続 き 時 間 :3 年 で 3 0 % 減 少 さ せ る

(2 )  手 続 き 時 間 の 分 散 :3 年 間 で 5 0 % 減 少 さ せ る

(2 )   各 関 連 機 関 の 手 続 き を 連 携 さ せ る

(3 )  B K P M 内 に コ ー ル セ ン タ ー を 設 置 さ せ る

(4 )   全 て の 手 続 き を 地 方 分 権 化 す る
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第１ステップ: 各プロセスの合理化

BKPM: SP

BKPM:労働省,

雇用政策

法務省:会社登記

地方政府の許認可

BKPM:IUT

第2ステップ: 関係機関のコーディネーション強化

■ BKPM と法務省

■ 法務省と公証人役所

■ 投資家と公証人

■ 商業省、地方政府、公証人、民間投資コンサルタント
投資家はB地点からA地点へ手続きを移動する・・・・

Point A Point B

(特急)         (バス) (普通列車) (特急)
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第 3ス テ ップ : B K PM で の コ ー ル セ ン タ ー 設 置

■ 投資家はいつでもインターネットを通じ、彼らの投資プロ
ジェクトの手続き状況を確認できる

■ B K PM  は自前のネットワークを他機関のネットワークと連
携が可能になる

■ 成熟した追跡システムが可能になる

第4ステップ : 集中サービス

3つの論点:
(1) 中央集権型での実施かそれとも地方分権の枠内で実

施するか

(2) 地方政府と地方役所との役割分担をどうするか

(3) 地方政府レベルで質の高いサービス提供が可能か

＊＊＊＊

上記論点に影響を及ぼす2要素
(1)   ネガティブリストを誰がチェックするか

(2) 投資家へインセンティブを与える場合の審査は地方政府の責任
範囲を超えているのでは無いか（国家行政範囲）
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2.1.5 税・通関制度に関する現状と提言の方針 

(1) 税制 

税システムの問題点は、インドネシアにおける投資環境の非効率性や不透明性を象徴

するものとしてこれまで様々な機関で取り上げられてきたテーマである。以下にその現

状と提言の骨子について要約する。 

集中サービスを具体化するための戦略

地方分権は次の理由で主要な潮流となる
(1) 規制緩和の将来予測
(2) ITをベースとした電子手続きの進展
(3) 外資と内資の区別撤廃の流れ

(4) 地方とジャカルタとの経済格差・発展格差是正の必要性

■ 先ずバタンSEZでの運営手法をより一層改善させる

■ 次いで,地方の状況に合わせてバタンモデルをどの様に
トランスファーするか検討する

■ そして、地方毎の集中サービスモデルを開発する
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悪名の高い税監査

・税務当局の判断が頻繁に必要となる不明瞭な徴税コード
の規則

・職務倫理観の欠如した税務検査官

・不完全且つ不合理な検査報告書

・税務官との交渉の余地が多い

・納税者に取って日常業務の重荷となる税監査

・VATの払い戻しは税監査の受入が条件となる.

外国の納税者は一端税を支払ったら払い戻しはあり得ない
と考えている

税制に関する投資環境

2. 遅すぎる払い戻しシステム

（特に VAT払い戻しにおいて）

Peraturan Direktur Jenderal Pajak
Nomor Per-122-/PJ/2006 

払い漏れに対する重い処罰.
税務監査

１a.追加業務

45人・日の追加業務

1.度を超した徴税制度

所得税以外の前払い適用
税制
・出国税
・輸入税 (PPH22)⇒
・項目の多い源泉徴収税

⇒
・月ごとの税還付と前納制
度 (PPH 25 )⇒
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性悪説の上に構築された税制

税務署

徴税制度：

•種類の多い前払い税

•源泉徴収税の種類多い

払戻制度：

•日常的な支払い遅延

•監査を条件とした払戻し

悪評高い税務調査：

•重い処罰

•不確実

無駄な手続き業務

（45人日）

納税者：

可能性低い

VAT  企業規模による払い戻し現状

87.34.9全ての企業

90.14.8>1,000

88.15.2500≦1,000

85.65.6100≦500

86.03.3<100

%ネット払戻額待機時間 (月)企業規模（従業員数)

87.34.9全ての企業

90.14.8>1,000

88.15.2500≦1,000

85.65.6100≦500

86.03.3<100

%ネット払戻額待機時間 (月)企業規模（従業員数)
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税の前払い制度比較

･ インドネシアの場合、税支払い手続き書類の作成に5人・日必要

4回4 回4回2回12回年間払
い戻し

回数

･ インドネシアの場合、税支払い手続き書類の作成に5人・日必要

4回4 回4回2回12回年間払
い戻し

回数

Indonesia

Thailand

Philippine

Vietnam
China

Indonesia

Thailand

Philippine

Vietnam
China

Thailand

Philippine

Vietnam
China

VAT払戻期間比較

インドネシアでのVAT 払戻は遅延が常態化

近代的な徴税制度の恩恵は大規模企業だけに限定

1
カ月

1
カ月

2
年

0.5 
年

5カ月
～1年

払戻

期間

インドネシアでのVAT 払戻は遅延が常態化

近代的な徴税制度の恩恵は大規模企業だけに限定

1
カ月

1
カ月

2
年

0.5 
年

5カ月
～1年

払戻

期間

Indonesia

Thailand

Philippine

Vietnam

China

Indonesia

Thailand

Philippine

Vietnam

China

Thailand

Philippine

Vietnam

China
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上記の税制度に関する現状に鑑み、次の改善案が提案される。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(2) 通関制度 

 
通関制度の現状と課題を要約すると次のようになる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

通関制度に関するインドネシアの投資環境

1. 遅い輸入品の通関検査

2. 不公平と不透明な手続き

3. 悪評高い事後監査

税制への提言案

1)行き過ぎた徴税制度の改善
a. 現行徴税制度の廃止

2010年を目処に廃止の方向.
b. 輸入品に対する所得税前払いの廃止
c. 所得税の徴税方法・分割払いの改善

2) 払い戻し制度の改善
d. 新税制に基づいた税払い戻しの速やかな実施
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通関日数

N.A2
日

7

日

1～2

日

5

日期間

N.A2
日

7

日

1～2

日

5

日期間

Indonesia
Thailand
Philippines
Vietnam

China

事後検査

徴税における透明性の確保が不可欠

一般に通関終了から２年経過後は事後検査を実施せずとも何ら問題が
発生しない

長期保管を課することが事後検査時にトラブルの原因となる

N.A5年3年10 年
(場合によ
り5 年)

10年通関書類
保管期間

徴税における透明性の確保が不可欠

一般に通関終了から２年経過後は事後検査を実施せずとも何ら問題が
発生しない

長期保管を課することが事後検査時にトラブルの原因となる

N.A5年3年10 年
(場合によ
り5 年)

10年通関書類
保管期間

Indonesia

Thailand

Philippine

Vietnam

China

Indonesia

Thailand

Philippine

Vietnam

China

Thailand

Philippine

Vietnam

China
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通関制度についての提言案

1.１日通関システム確立

2.総合的通関システム（含むEDI）の開発
･統一窓口によるサービスシステム

・電子手続きの法制度化

3.通関書類保管期間の短縮
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2.1.6 労働関連投資環境の現状と提言の方針 

インドネシアの労働環境については、過度な労働者保護がビジネス界から大きな課題と

して問題提起されている。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

労働市場改革

■ 外資による雇用創出の機会を弱めている

■ 非正規雇用従業員が増加

■ 製造業から知能駆使型創造業への移行

■ サービス産業への移行

インドネシアの労働問題の構造

問題の多い労働法

•寛大な解雇手当

•柔軟性に欠ける労働規定

•不公平な最低賃金決定

•不安定な労働争議解決メカニズム

法的根拠の欠如

未成熟な産業連携

•交渉能力の欠如（労使双方）

高い失業率の継続

労働争議が深刻化

ストライキとロックアウト

時間の浪費と高い労務対策費

労働集約型からの撤退

活用されない巨大な労働市場



S2 - 26 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

労働市場の構造
（2006年2月現在）

100.095,177合計

18.217,325非賃金労働者

4.54,244農業以外の臨時従業員

6.25,886農業部門の臨時作業員

37.225,972正規従業員

3.02,813事業主

21.720,632家族従業員

19.218,301個人業主

% 割合労働者数(千人)雇用状態

100.095,177合計

18.217,325非賃金労働者

4.54,244農業以外の臨時従業員

6.25,886農業部門の臨時作業員

37.225,972正規従業員

3.02,813事業主

21.720,632家族従業員

19.218,301個人業主

% 割合労働者数(千人)雇用状態

現在の最大の争点

■ 解雇手当

■ アウトソーシング

■ 契約ベース雇用

■ 緊急労働ビザ
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解雇手当
近隣諸国と比較して高いインドネシア (月数：月給換算)

26121012202920 年

21127.512152815年

1610512102510年

1152.565165  年

China
(外資企

業

China
(SEZ)

PhilippinesThailandVietnamIndonesia雇用

期間

26121012202920 年

21127.512152815年

1610512102510年

1152.565165  年

China
(外資企

業

China
(SEZ)

PhilippinesThailandVietnamIndonesia雇用

期間

解雇手当の問題点
現在の解雇手当制度が将来に亘り労働市場に悪影響を及ぼす

■ 高労働コストの発生と労働コスト競争力の低下

■ 一層の契約ベース、臨時及びパータイマーの活用

■ 資本集約型及び省労働力技術の導入
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解雇手当改正案
解決のための仮説・・・

■ 労使に取って中立なリサーチ機関の設立

(目的)
(1)  労働市場の調査・分析と制度案の構築

(2)  他国事例研究

(3)  最大効率化のための財務工学研究

--- 危機回避とリスクプーリング

--- キャシュフローと分析

--- 危機回避スキーム

--- コンピュータシミュレーション

アウトソースへの対応
どの様な事例があるか?

■ 臨時及び緊急雇用

■ 労働者にとっては不安定な雇用様式

■ 解雇手当やボーナス支給の非対象雇用者
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アウトソースへの対応
需要の増加

■ ビジネス活動に限らず次の活用理由がある

(1) 労働コストの下方修正

(2) 労働争議の解消

■ 更に、資源配置の最大効率を考慮したビジネス戦略に
不可欠

アウトソースへの対応
課題の解決を図るには？

■ “non-core” 条項の撤廃

■ 新解雇手当スキームによりアウトソーシング雇用の保
護を図る

■ 優れたアウトソーシングビジネスの保護、振興を実施し、
アウトソーシングに対する否定的なイメージを解消する



 

第 3 章 提言案の要約 
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第 3 章 提言案の要約 

3.1 戦略毎のプロジェクト・アクションプラン 

3.1.1 戦略１：投資振興政策の強化と法的根拠の整備 

 
表 3.1 改善のプロジェクト・アクションプラン 

 プロジェクト 目的と実施上の課題等 優先度 

第１ステージ（投資誘致・振興活動の強化） 
1.1 投資優先セクター

選定に係る審議委

員会の設置 

☆投資拡大には、産業政策、貿易政策等を総括した上

で投資誘致優先セクター（IPP）を選定することが必

要である。 

☆投資インセンティブについても、この IPP に基づき

設定することで、インドネシアの投資誘致に対する

姿勢が明確になる。 

☆省庁間の議論をどう取り纏めるかが課題であり、

成功の鍵となる。 

早期に検討委

員会を設置 

1.2 BKPM のプロモー

ション機能強化 

投資振興は、BKPM のコア業務であるが、投資戦略作成

や効率的投資振興活動実施の組織体制に改善の余地が

大きい。先ず、次の改善が必要である。 

☆投資振興を効率的に実施できる組織への再編 

☆スタッフのキャパシティビルディング 

☆振興活動予算の確保 

☆外国関連機関との関係強化 

緊急に着手 

1.3 投資振興ツールの

強化１ 

BKPM は投資振興のキープレーヤーでありながら、投資

環境で重要な位置づけを占めるインフラプロジェクト

への外資誘致は手つかずの状態である。インフラに関

連する省庁が独自に実施するインフラプロジェクトの

情報提供は、提供される内容、問い合わせに対する対

応など決して投資家のニーズに応えるものではなく、

また情報へのアクセスも難しい。 

1.2 に引き続

き早期に実施

  ☆インフラプロジェクトを振興するためのセクション

の設置（BKPM 内） 

☆KKPPI との協力関係の構築 

☆プライベートセクターとの非公式情報交換会 

☆インフラプロジェクトの情報収集と公開 

 

1.4 投資振興ツールの

強化 2 

戦略的 EPZ 計画の作成 

バタムで進められているシンガポール経済圏を背景と

した EPZ 計画とは別に、政府ではバタム以外の地方で

新たに EPZ の開発を検討中である。本提言案は、 

中・長期的視

野で着手 
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 プロジェクト 目的と実施上の課題等 優先度 

☆産業集積の進め方、 

☆ビジネスパフォーマンスの向上、 

☆投資家を特定した誘致活動と、 

☆投資家へのビジネスモデルの提案による誘致活動等

を通じた EPZ 開発を提案するものである。 

 
3.1.2 戦略 2：ビジネス環境の効率化 

第 2 ステージ（ビジネス開始環境の効率化） 

2.1 投資許認可手続き

の集中サービス 

インドネシアにおける投資手続き期間が長いことは投

資阻害要因として大きなテーマとなっている。この状

況を改善することで、インドネシア政府が投資家へ良

好な環境を提供しようとする意志があることを内外に

示しつつ、投資の拡大を図る。コンセプトは； 
☆投資家に取って利便性を考慮する 
☆投資家の手続き時間を短縮する 
☆手続きコストの削減を図る 
☆投資家へ課題解決のサービスを提供する 
☆腐敗の無い透明性の高いサービスを提供する 

緊急的に実施

 
3.1.3 戦略 3：良好なビジネス環境の提供 

第 3 ステージ（事業実施段階）良好なビジネス環境の提供 
3.1 労働問題について

のリサーチセンタ

ーの設置構想 

過度な労働者保護が新たな投資を阻害しているとし

て、政府やビジネス界での認識が大きいが、この状況

を改善することは就業している労働者にとっては改悪

な政策になるとして反発が大きい。しかし、インドネ

シア経済、産業の将来を展望した場合現状の労働政策

が決して将来的にも労働者に良好は就業環境をもたら

すとは考えられない。特に退職金問題、アウトソーシ

ングについての考え方および契約ベース雇用などにつ

いてインドネシアの安定的発展を見据えた政策の策定

が必要である。 

早期に検討・

実施 

3.2 徴税争議の早期解

決：外国人労働者の

出国税廃止 

外国人労働者が出国する場合、常に出国税の納付が義

務づけられる。これは個人の所得税の一部として位置

づけられている。もし、雇用者が出張費用としてこの

費用を肩代わりした場合は、雇用者の所得税の前払い

として扱われる。また、一方でこの税は払い戻し対象

としていながら、殆ど払い戻された実績がない。この

税制はインドネシアの不透明な税制の一つとして投資

家からの悪評をかっている。 

早期に実施 

3.3 輸入原材料などに 輸入品について税の前払い制度を敷いているのはイン

ドネシアだけであり、競合国のみならず殆ど例がない。

早期に改訂へ

着手 
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第 3 ステージ（事業実施段階）良好なビジネス環境の提供 
対する所得税前払

いの廃止 

また、この徴税システムが腐敗の原因になっていると

して評判が悪い。この徴税システムを廃止するために

は、現状の通関システムとスタッフの改編が必要であ

る。 
3.4 VAT の早期払い戻

しシステムの確立 

インドネシアのビジネス界から大きな不評を買ってい

るのがこの払い戻しシステムである。特に輸出製品に

は本来 VAT は掛からないことになっているが、VAT
の払い戻し制度があるために輸入品と輸出の証拠を常

に監査手続きをしなければならず、無駄な業務を強い

ていることになる。また、払い戻しに時間と費用が掛

かること、まれに払い戻しされないなど、問題が大き

い。このために、e-payment システムの早期普及を提

言する。 

早期に実施 

3.5 所得税分割支払い

の改善 

現行の所得税前払い制度が、ビジネスパフォーマンス

を著しく阻害するものとして、常にビジネス界から改

善要求が政府へ提出されている。徴税方法改善のプロ

ポーザルを作成するための活動が本提案の内容であ

る。 

早期に改訂を

検討 

3.6 １日通関の合理化

プロジェクト 

近隣競合国と比較すると、１日通関が行われていない

のはインドネシアのみである。EDI の普及を含め、１

日通関制度の早期確立を目指すのが、本提案である。 

早期に検討 

3.7 通関での徴税額評

価に関わる透明性

確保 

通関業務の不透明性は常々インドネシアの悪い投資環

境の代表として取り上げられている。これは、徴税の

評価方法に問題があると考えられ、評価方法を統一す

る方法としてガイドブック作成を提言するものであ

る。 

早期に着手 

3.8 近代的保税地域の

設置 

インドネシアの保税地域の手続きは近年の貿易取引か

らすると良好な状況とは言えず、貿易取引の停滞とビ

ジネスコストの上昇を招いている。バタムで行われて

いる手法をモデルとして、インドネシア全域に普及さ

せることを目指す。 

中長期的に実

施を検討 
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　　第4章　投資環境比較調査の要約

インドネシア タイ ベトナム フィリピン 中国

投資調整庁(BKPM),商業省、輸出振興
についてはNAFEDが担当、地方では
BKPMDが独自にウェブや、エクスポへの
参加を通じてキャンペーンを実施。

・投資委員会(BOI): BOIの各種優遇措
置を希望する企業
・工業団地公社( IEAT): IEATの恩恵だ
けを希望する企業
・商務省: BOI・IEATの優遇措置を受け
ない企業

・計画投資省（MPI）外国投資局(ＦＩＡ）:
Aグループプロジェクト及びBグループプ
ロジェクト（4000万ドル以上）
・各省の人民委員会 (DPI): Bグループプ
ロジェクト（EPZ・IZ以外、4000万ドル以
下）
・工業区管理員会(BOM): Bグループプ
ロジェクト（EPZ・IZ内、4000万ドル以下）

投資委員会(BOI)
フィリピン経済区庁(PEZA)

国家発展・改革委員会、商務部、地方政
府、中国国際貿易促進委員会(CCPIT)

外国資本投資法(外国人が事業を行う際
の基本法）。現在新投資法が国会承認
手続き中である。外国投資と内国投資の
扱いを同等にしている。過度な労働者よ
りの法律として投資家からの評判が悪
かった労働法は、多少投資家寄りの思想
で改訂が行われた。

・投資促進法：政府が促進する地域での
国内及び海外投資家向けの税制上、非
税制上の奨励措置が規定されている。
・外国人事業法：外国人の事業活動が規
制されている分野について規定。

・外国投資法Decree24
（2005年11月に内外投資の共通法として
「新投資法」が成立。2006年7月1日に施
行予定。2006年2月時点で、新施行令
（Decree）を策定中）

・オムニバス投資法（投資優先計画で指
定された投資優先分野の登録企業に対
する奨励措置について規定）
・外国人投資法（外国人がフィリピンで事
業を行うためのプロセスと条件について
規定）

・外資企業法
・外商投資の方向を指導する規定
・外商投資産業指導目録
・中外合作経営企業法
・中外合資経営企業法

投資振興機関としてのBKPMのアプロー
チは、親投資家的立場とは言えない。先
ず、投資家が何を求めているか、理解す
ることが必要である。また、需要動向に対
する分析を行いこの結果を基に投資振
興戦略を策定するというような効率的な
振興システムを有していない。

BOIが投資振興の中心的役割を有して
おり、投資相談窓口の提供可能なサービ
スも生活面から投資手続きに至るまで充
実している。また、首相直轄の機関であり
投資プロモーション戦略決定権を有し、
実行への移行も迅速に行われる。

外交的な投資振興アプローチや、ウェブ
による情報提供以外特に優れた投資プ
ロモーション戦略は見あたらない。

IPP（Investment Priority Plan)が毎年BOI
で見直され、投資優遇セクターに対する
国家の姿勢が明確に示されるところに大
きな特徴がある。投資振興政策は、雇用
促進が最大の柱になっているように感じ
られる。労働者保護に関しては、投資家
に有利な条件が設定されており、比較的
に労働争議は少ない。

経済特別区の設置による投資環境整備
と、ビジネス内容によるインセンティブの
程度を分けている。

投資優先セクターについても総花的であ
り、かつFiscal Incentiveも用意されてい
ないため投資振興については、消極的
に受け取られる。また、労働者寄りの労
働法が投資家からの評判を悪くしてい
る。

競合国と一線を画した特徴的な投資誘
致戦略は見あたらない。

投資優遇セクターや進出地域による
Incentiveなど、誘致を希望するセクター、
誘致したい場所などの明確な意志表示
がある。

現在は自動車産業振興のための国家的
キャンペーンが進行中で、様々なインセ
ンティブが用意されている。

投資誘致のツールとして工業団地を戦
略的に利用している。インフラ開発の財
源を集中的に投下し、流通ロジスティック
を中心に沿線に工業団地を開発し投資
の受け皿としている。

フィリピンという投資環境のイメージを向
上させるための外国メディアを通じたキャ
ンペーンを実施している。また、投資家よ
りの労働法をベースに雇用の拡大を目
指した投資誘致の実施と、カウンター
パート方式による投資手続き支援サービ
スを行っている。主眼はInvestor friendly
serviceである。

地方政府同士が投資誘致の競争合戦を
行っており、地域によって投資優遇セク
ターが異なっていたり、特別なインセン
ティブ（Fiscal and Non-fiscal)が用意され
ている。例えば、広州市華都区では自動
車産業に対し、国家が保証する投資審
査期間の半分以下で手続きを終了させ
る。また、市独自の投資受入窓口を海外
で展開することもある。しかし、ウェブを通
じての投資手続きは行われていない。

 5億バーツ未満のプロジェクトはすべての
書類が提出されてから60日営業日、5億
バーツ以上の場合は90営業日。

・発給登録手続きの場合: 15営業日以内
・発給申請手続きの場合: Aグループプ
ロジェクト45営業日、Bグループプロジェ
クト30営業日

・登録に関しては、BOIが申請を正式に
受理してから20営業日以内に回答。認
可に関しては、申請の正式な受理から10
日以内に議決。

－

12手続き・151日、19許認可・224日 8手続き・33日、9許認可・147日 11手続き・50日、14許認可・143日 11手続き・48日、23許認可・197日 13手続き・48日、30許認可・363日

労働 退職金

改正労働法では労働者保護に傾きすぎ
て、外国投資の阻害要因となっていると
の経営者側の指摘を受け入れた内容に
なっている。今後の課題として、アウト
ソーシングや有期契約での雇用での見
直しが必要。

・退職金は、勤務期間120日以上から発
生し、10年以上は一律給与の300日分と
なっている。
・怠慢や無断欠勤、就業規則違反、会社
へのダメージを与えたことによる解雇の
場合では、退職手当の支払いは必要な
い。
・工業移転や合理化等による解雇の場合
は、退職金割り増し規定がある。

・離職手当は、退職金、補償金、政府に
よる奨励資金からなる。
・離職手当は、勤務期間1年以上から発
生し、勤続年数1年につき1/2ヶ月分の賃
金の総計が支払われる。
・怠慢、無断欠勤、就業規則違反、会社
への損害を与えたことによる解雇の場
合、離職手当ての支払いは必要ない。
・組織再再編成による解雇の場合、勤続
年数1年につき1ヶ月の給与に相当する
金額が支払われる。

・BOI登録企業は、登録から5年以内であ
れば管理職、技術職または顧問として外
国民を雇用することができる。外資が過
半数以上を占めるBOI登録企業は5年以
上外国民を雇用できる。

「外国人の中国における就業管理規定」
（1996年5月）に基づき管理。外国籍従業
員を雇用する場合、進出地域の労働行
政部門より就業証などを取得するなどの
関連手続が必要。

投資促進機関、許認可機関

投資関連の基本的な政策、
法令体系

投資関連許可取得日数（規定上）

事業開始までに必要な手続き・
許可及び必要日数

外国投資振興の特徴

投資誘致のための主要戦略
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労働争議

労使双方ともに勝者となることは殆ど無
く、インドネシアでは労働争議がビジネス
状の大きな障害となっている。このような
課題を解決するために政府は新たなメカ
ニズムを検討中である。

・労働組合は最低10人の従業員が必
要。
・労働争議は労働法に決められた手続き
を踏まなければならい。労使交渉で解決
できない場合、労働間が調停を行う。調
停による合意不成立の場合、ストライキあ
るいはロックアウトを実施。
・合法的ストライキ：上記手順を踏んだも
の。それ以外のストライキ、ロックアウトは
違法。
・公共サービス機関従業員のストライキは
禁止されている。
・ストライキ期間中は、給与を払う必要は
ない。

・労働組合は1企業1組合まで。
・労働扮装は当事者の話しあいによる和
解が困難な場合、企業内の調停審議会
または地域の労働局により解決を図る。
・合法的なストライキ：労働組合が3日前
に経営サイドに事前通達し、かつ全従業
員が50%以上の同意がある場合のみ。
・ストライキ期間中は、賃金全額が支払わ
れる。なお、現在労働法の改定作業が行
われており、改定労働法では賃金は支
払われないことと規定している。

かつて労働運動は非常に活発であっ
た。この頃、労働組合によるストと、会社
のロックアウトは頻発していた。しかし、現
在ではそのような状況は殆ど見られず、
労働組合も規模が縮小している。最近で
は労使強調路線が続けられている。

・労働争議は1995年１月の労働法で明確
に規定されている。
・労働争議は年々増加傾向が見られる。
・労働法第80条では企業内の仲裁委員
設置を認めている。労使協議が社内の
仲裁委員会を踏まえた上でも不調に終
わった場合、外部の争議委員会へ仲裁
を求めることが出来る。
・国内に約3000以上の労働争議仲裁委
員会が設置されている。

最低賃金

・最低賃金は毎年見直しが実施される。
・JABOTABEK(ジャカルタ首都圏）では、
Rp.819,000/月である。：2006年1月

・中央政府代表と労使代表をメンバーと
する賃金委員会が、決められた指標・情
報を元に、最低賃金を決定する。

・最低賃金は、政府と労使代表の会合に
よって決定される。
・最低賃金は、国内・外資企業別に地
域・市ごとに規定されている。
・外資企業:ハノイ・ホーチミン市内
870,000ドン/月、両市郊外及びその他都
市790,000ドン/月、その他地域710,000ド
ン/月（2006年1月時点）。

地域の賃金・生産性委員会は地域毎・業
種毎の最低賃金を規定する。
首都圏の基本最低賃金（2006年7月現
在）は、次の通り：
・非農業部門：300ペソ/日
・農業部門：263ペソ/日
・100床以下の個人病院：263ペソ
・小売り・サービス（15人以下）：263ペソ
・従業員10人以下の製造業：263ペソ

・最低賃金は、各行政単位で決定
・例えば深センでは690元/月

外国人雇用

・現行の労働法では外国人雇用はある
特定の職務と期間中に限られている。
・雇用主は邦人を訓練の上、将来外国人
と置き換えることが必要である。外国人を
一定期間しか雇用出来ないと言うのは、
置き換えが必要であるという理由である。

・39業種について外国人就業禁止。
・払込資本金200万バーツに対して外国
人許可1名。但し、BOIライセンスを取得
すれば、この制限は撤廃、BOIの承認
ベースとなる。
・就労ビザは、タイ大使館・総領事館でイ
ノンイミグラントビザを取得、タイ入国後労
働省にて労働許可、内務省にて長期滞
在許可を取得する。
・短期ワークパーミット（15日以内）は、ビ
ザと労働許可のワンストップサービスセン
ターへの報告のみでよい。

・3ヶ月以上就労する外国人は労働許可
を取得する義務がある。
・労働許可は3年を超えることができな
い。
・1企業あたりの外国人従業員数は3%以
内。
・就業禁止業種はないが、基本的にはベ
トナム人の採用が優先されており、ベトナ
ム人では対応できない職務についての
み外国人の雇用をみとめている。
・15日以内の短期就労であれば、ビザ・
労働許可の取得はいらない。

・フィリピンで就労希望する外国人はビザ
届出書と外国人雇用登録許可書の取得
が必要
・BOIまたはPEZAの登録企業に勤める外
国人はこれら許可書の取得が容易である
・ビザは延長手続きの必要はない

・外国人は外国人労働許可書の取得が
義務づけられる
・外国人労働者は労働ビザと居住許可書
の取得が義務づけられる
・政府が設定した優先業種と職種では、
上記の許可取得が免除される。

アウトソーシング

現行の労働法では次のように規定してい
る。
・一部業務を外部へ委託することは「業
務委託契約書」の締結に基づき実施され
る
・外部委託可能な業務は,1)本業と明確
に区別できる作業、2)業務委託主から直
接または間接的に請け負う業務、3)その
他
・契約ベース雇用は最大４年まで認めら
れる。

・サブコントラクターがその責任におい
て、更なるサブコントンラクト契約を無制
限に結ぶことができる。

・現行労働法では、企業のアウトソーシン
グに関する規定はない。

・アウトソースに関する規定はない。
・下請け雇用に関する規定は次の通り：
労働コードによる分類は”定期：regular"
と"一時的：casual"の２項目のみである。
・通常のビジネス業務や貿易取引に従事
してきた者は正規雇用と見なす。

・アウトソースに関する規定は無い。
・契約ベース雇用に関する規定も無い。

労働
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土地

土地の所有権はインドネシア国民のみに
認められている。外国企業に対して土地
耕作権、建築権、土地使用権の取得が
認められている。

・原則として外国人（法人含む）の土地取
得は不可。ただし、BOIやIEATが認定し
た企業は、出資比率に関係なく土地取
得が可能。

・土地使用権が通常50年間認められる。
土地使用権賃借料は、財務省が単位価
格を設定し、周辺のインフラ整備の状
況、業種などの係数を乗じて算出。

・外国企業による土地所有は認められて
いない。

土地所有権は原則として国家に帰属し、
外国企業の土地所有は認められていな
い。ただし、土地の使用権は認められて
いる。

関税

・関税の管轄官庁は大蔵省で、(1)基本
輸入税率、(2)AFTA共通効果特恵関税
（CEPT）税率、(3)WTO情報技術協定
（ITA）、(4)中国ASEAN包括的経済協力
の枠組み協定による特恵関税により課
税。
・輸出に必要な日数：25日、輸入に必要
な日数：30日

・関税の管轄官庁は、大蔵省関税局で、
(1)一般税率、(2)ASEAN域内共通効果特
恵関税（CEPT)税率、（3）自由貿易協定
（FTA）の適用税率に分けて課税。
・商品輸入には、関税に加えて、Excise
TaxとVATも課税される。なお、輸入所得
の源泉徴収はない。

・関税の管轄官庁は、財政省税関総局
及び地方税関局
・輸入関税は、共通効果特恵関税
（CEPT)スキームによる関税率、優遇関
税率（ベトナムに最恵国待遇を付与して
いる国からの輸入品に適用）、標準税率
に分かれて課税。
・輸出関税は、米、鉱産品など天然資源
等一部の物品にのみに課されている。税
率は0～45%。

・国家経済開発庁(NEDA)が、関税率の
変更、輸入数量制限の設定などを管轄。
・関税は、最恵国(MFN)税率、AFTA共
通効果特恵関税(CEPT)税率から成り
立っている。
・輸出に必要な日数：19日、輸入に必要
な日数：22日

・国家税務総局が、関税を含む租税すべ
ての立法、徴収管理の責を負う。税関総
署は、すべての貨物輸出入業務を管理
する官庁で、輸出入関税およびほかの
税の徴収管理および保税業務の管理。
一般税率と最恵国待遇税率などが併存
する複税制。
・輸出に必要な日数：20日、輸入に必要
な日数：24日

通関

・タンジュンプリオク、スラバヤ、スマラン、
のような主要貿易港では約70%の輸入品
はEDIシステムで処理され、10～15分で
手続きが終了する。
・輸入業者と通関事務所との争点は輸入
品の評価である。また不適当なHSコード
に基づく通関書類の受取拒否である。

・輸出に必要な日数：23日、輸入に必要
な日数：25日
・通関に必要な時間は輸出入ともに45
分。EDIを利用した場合、15分。また、貨
物検査を行う場合でも、最長で3時間半
で通関を行っている。
・通関は24時間対応
・EDIは、輸出入業者から申し出があれ
ばいつでも対応可能。
・通関のトラブルについては、関税局で
対応する部署がある。そこで問題が解決
できない場合、Tax Courtあるいは最高
裁に訴訟することができる。

・輸出に必要な日数：35日、輸入に必要
な日数：36日
・通関に必要な時間は通常貨物の場合8
時間。また輸出の場合、最短30分で行っ
ている。
・通関は24時間対応ではないが、週末も
含めて毎日8時間対応をしている。
・2005年7月よりハノイとホーチミンにて、
インターネット経由の通関手続きシステム
のパイロットプロジェクトを行っている。
・通関のトラブルについては、関税総局
内International Cooperation Department
が対応窓口となっている。

・通関業務には３レーン制が確立されて
いる。
・緑レーン：書類審査・開梱検査共に不
必要
・黄レーン：書類審査・開梱検査共に必
要
・スーバー緑レーン：調査後通関事務所
から覚え書き書を入手した輸入業者に適
用、簡単な輸入手続きのみ実施

－

・所得税（累進課税）（法人税の場合10～
30%）
・5年間の繰越損失金が認められている。
・輸入品・製造品、ほとんどのサービスに
対して10%の付加価値税（VAT）が課され
る（輸出品に対して課税なし）。
・奢侈品には10～75%の販売税が課され
る。　　　　　　　　　　　　・土地建物税（資
産価値の10%以内）

・法人税率は30%、小企業は15％以下。
・法人税の納付は6ヶ月毎（中間決算
時）。
・法人税のほか、VAT（7％)、特定事業税
（0.11～3.4％）、海外送金に対する源泉
徴収、個人所得税（0～37％の累進課
税）、特別税（石油収入税[物品税、土地
建物税・土地開発税]、印紙税等）などが
ある。
・ VATリファンドに要する期間は、優良輸
出企業の場合15日、通常輸出企業の場
合30日。
・納税制度は電子化されている。

・適用法人税率は、投資許可書に記載さ
れる。
・標準税率は28%。
・投資奨励分野及び地域への投資のう
ち、一定の基準を満たした事業について
は、事業開始後10年、12年、15年間、優
遇税率（それぞれ10％、15％、20％）が
適用される。
・外資企業には、5年間の繰越損失が認
められいる。
・商品やサービスの種類により0～20%の
VATが課される。
・利益を計上した年から法人所得税の免
税措置（2～4年間の免税＋数年間の半
減）が一定の条件下で与えられる。

・法人所得税の税率は32%。支店利益の
国外送金の場合、送金税として15%が加
算される。
・フィリピンにおける商品やその他財産・
サービスの販売及びフィリピンへの商品
の輸入には10%のVATが課される。

・外国投資企業に課される税金には増値
税、消費税、営業税、外国投資企業及
び外国企業所得税、資源税、印紙税、
屠殺税、都市不動産税、車両船舶使用
鑑札税及び契約税、関税及び輸入増値
税など。
・外資系企業に対する基本法人税率
33％(国税30％、地方税3％）。

税制

貿易・関税制度
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・輸入税減免措置（最終的な関税率を
5%）
・課税優遇措置（投資税減免や損失金
繰越期間延長など）
・輸出製造業者に対する優遇（原材料に
対する輸入税の還付、付加価値税・奢侈
品販売税の免除）
・保税地区での奨励措置

投資優遇政策立案・実施機関：BOI
・BOIは142業種を外資奨励業種として指
定している。
・特別重要産業（農業・農産加工業、技
術・人的資源開発事業、公共事業、環境
保全関連事業、特別目的産業）に対する
優遇措置がある。
・貿易投資支援事務所、R&D、地域統括
本部、技術革新・向上事業に対する優遇
措置がある。
・BOIは全国を3つの投資地区に分け、地
区毎に租税上及び租税外の恩典を付与
している。

・投資優遇政策立案・実施機関：インセン
ティブの率半は計画投資省
・部品メーカーや輸出志向型メーカーな
ど外資法に規定された奨励分野（80%以
上が輸出される製品の製品・加工、50%
以上が輸出される国産農産業・林産物及
び水産物加工、高品質で高い経済効果
のある新品種の生産などが指定されてい
る）。
・特定分野における輸入関税の免除（固
定資産として輸入する機械・設備、国内
生産されていない建築資材;BOTプロ
ジェクト実施のための原材料;「特別に投
資が奨励されるプロジェクト」または「特に
困難な社会・経済的条件を有する地域」
における投資に係る生産用原材料；機
械・電気・電子機器部品の製造業に関わ
る製造原材料；輸出品製造目的のため
に輸入される原材料、スペアパーツ；輸
出品製造用の輸入原材料（但し、275日
以内に輸出されない場合は課税）

・BOI登録企業は、所得税免除措置（操
業から6年間所得税が100%免除）、人件
費に対する追加控除あり。
・ワンストップアクションセンター(OSAC)
には、投資サービス・投資支援を行って
いる様々な政府機関から代表者が配置
されており、投資申請の受諾と処理を
行っている。

・「外国投資産業指導目録」により、奨励
業種を指定。また、西部大開発を推進す
るため、「中西部地区外国企業投資優位
産業目録」を発表し、対象20省市別に奨
励業種を指定。
・法人税率、設備免税、営業税、関税、
増値税、技術開発費、中西部地域、銀
行借入で優遇措置あり。

・大統領令第96号に基づくネガティブリス
ト（①外資に対して閉鎖されている業種：
森林伐採、タクシー･バス運行、国内海
運、②外資による株式所有が95%以下で
認められている業種：港湾建設・運営、
発電・送電・電力供給、海運、鉄道、医
療サービス、通信等、③一定の条件下で
投資が可能な業種：淡水での養殖、特殊
印刷、木材加工等）
・承認期間は、商業生産開始時から30年
間。　　　　　　　　　　　　　・合弁企業の場
合、外国出資比率95%まで可。外資100%
の場合、操業開始後15年以内にインドネ
シアの個人または法人に譲渡することが
義務付けられている。
公開されない、内規が省に存在し投資
承認の判断をしている。

・外国人事業規制法により、特定事業活
動（3段階で43業種）に過半数以上の株
式投資することを禁止。
・投資の最低限度額は100万バーツに制
限されている。
・農業、牧畜業、水産業及びサービス業
などはタイ国籍保有者が登録資本金の
51%以上を保有しなければならない。製
造業の場合は、外国資本家が株式の過
半数またはすべてを所有できる。

・投資が条件付となるのは、①合弁企業
または、事業協力契約形態による投資分
野（通信ネットの建設・運営、コンサルタ
ント、旅行など）、②一定以上の輸出比率
達成が求められる製品（オートバイ、低中
圧用電線など）、③国内原材料の開発を
伴う必要の有る加工事業（乳製品の生
産・加工、木材加工など）、④首相令に
よって実現される輸入サービス及び国内
販売サービスへの投資プロジェクト
・ＪVにおける外資の割合は、JV当事者の
合意により決められるが、外資割合は30%
以上でなければならない（政府の承認が
あれば20%）。

・外国資本の投資が規制・禁止される業
種は、2年ごとに改正されるネガティブリス
トに記載される。ネガティブリストに指定さ
れた分野を除くすべての分野で外国人
による100%株式所有が許可されている。
・一般規則として、最低60%を輸出してい
る輸出業者の外国人所有枠には制限が
なく、BOIの承認を得ることなく、直接登
録できる。原則として、BOIに登録した外
国企業は、30年以内に外国人所有率を
40%未満に削減し、フィリピン企業となるこ
とが求められている。
・最低払込資本金は$20万以上。先端技
術を扱う企業もしくは従業員50名以上の
企業では$10万。

・国務院「外商投資の方向を指導する規
定」（第4条）により、外商投資プロジェクト
は、奨励、許可、制限および禁止の4種
類に分類される。 奨励類、制限類および
禁止類の外商投資プロジェクトは、「外商
投資産業指導目録」に列挙されている。
・外資比率は25%以上で上限はない。規
制業種には、独資企業を認めるものと、
認めないものとがある。

投資コスト

・賃金（月）：一般工職$130、中間管理職
$619（ジャカルタ）法定最低賃金上昇率
23.8%(2001)、38.7%(2002)、6.8%(2003)
・業務用電気料金：月額基本料：
$3.02/kVA、1kWh当たり：$0.05（200kVA
以上の場合）

・賃金（月）：一般工職$179、中間管理職
$579（バンコク）、名目賃金上昇率
0.7%(2001)、▲1.1%(2002)、2.0%(2003)
・業務用電気料金：月額基本料：$5.46～
6.85／kW、KWh当たり：$0.041～
0.043(契約電力により異なる)

・賃金（月）：一般工職$122～135、中間
管理職$770～899（ホーチミン）
・業務用電気料金：月額基本料：なし、ｋ
Wh当たり：$0.05～0.06

・賃金（月）：一般工職$119、中間管理職
$598（マニラ）、名目賃金上昇率
10.3%(2001)、10.3%(2002)、0%(2003)
・業務用電気料金：月額基本料：$16.94
＋6.73／kW、KWｈ当たり：$0.10

・賃金（月）：一般工職$109～218、中間
管理職$567～1,574（上海）、名目賃金上
昇率：11.4%(2001)、17.5%(2002)、
10.0%(2003)
・業務用電気料金：月額基本料：なし、1ｋ
ｗｈ当たり：$0.03～0.10（時間帯により異
なる）

（出所）
インドネシア投資ガイド（ASEANセンター）、ASEAN諸国投資関連政策・措置要覧（ASEANセンター）、ASEANへの投資（2004年版）（ASEANセンター）、我が国企業の海外進出要因と東アジア経済圏の連携等に関する
調査研究（㈶産業研究所）、JETROウェブサイト、Doing Business in 2006 (International Finance Corporation)、ユニコで調整して作表

外資優遇政策

制限事項
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